
まとめ

＜記入要領＞

□ 令和元年度に開催しました「第2回死因究明等推進協議会準備委員会」において挙げさせていただいていた課題等を再整理し、検討事項分類を作成しました。（下記（A））

□ 各分類において、貴機関での「現在の取組」「課題」「今後の方向性」について、幅広くご記入ください。（下記（B））

□ 記載するにあって、昨年度回答内容を添付しておりますので、参考にしてください。

□ 実施主体について、昨年度回答内容情報を入力しております。必要により追加・削除をしてください（下記（Ｃ））

□ 追加する施策等がございましたら、適宜行を追加して追記ください。

体制面
死因究明における人材
育成及び資質の向上

法医学人材 大学（法医学） 大学院生が増加しつつある。現在3名。 大学院修了後のポストが無い。
ポスト増員は必要でないか。ただ、人員が増えても教室
が手狭なため、もはやデスクを設置するスペースも無
い。

○ ○ ○ ○

検死 警察

専門的知識の習得を目的として、県内の捜査員を対象
にして、検視実務教養を実施。さらに、奈良県医師会、
奈良県歯科医師会等協力のもと、研修会（名称：法医
研修会）を開催し、警察官の能力向上に努めている。

検視実務教養、法医研修会等は年１回の限られた人
数での教養であり、犯罪死見逃し防止のためには、検
視に従事する警察官の能力に差異が生じないように継
続して指導・教養を実施する必要がある。

各警察官の教養の機会をしっかりと設け、継続して指
導、教養を実施する。

検視官による直接臨場を基本とし、検視官が臨場でき
ない検視においても、携帯端末を活用して現場の映像
をリアルタイムに検視官が目視して現場警察官に指示
を出す等、犯罪死見逃し防止を図っている。

件数的にも増加傾向にある検視業務に関し、検視官が
全件臨場するのは困難な状況であり、各警察官の能力
向上及び左記記載の携帯端末を使用しての遠隔視聴
による検視の習熟を図る必要がある。

検視官による直接の現場臨場はもとより、携帯端末を
利用しての遠隔視聴による検視の充実のための技能
習熟に努める。また、現在使用している携帯端末は、
仕様が古く、映像の解析度が十分とはいえないことか
ら、必要性の検討も含め、遠隔の検視に用いる携帯端
末の整備に向けての取組を進める必要がある。

検察
警察から変死体発見報告を受け、変死体の状態や発
見状況等を踏まえ、迅速に代行検視の指揮が行えるよ
うにしている。

警察からの変死報告を受け、代行検視の指揮を行うこ
とから、今後も警察と協力して変死事案につき、犯罪死
を見逃さないように努力していく必要がある。

現在の体制を維持していく必要がある。

検案医 医師会

警察医委員会（地区役員出席）を開催し、各種報告・検
案業務の状況等について意見交換を実施。
法医学の研鑽のため、研修会の実施、県警本部主催
の法医研修会への参加。
日本医師会主催の死体検案研修会（基礎・上級）死亡
時画像診断（Ai）i研修会の開催周知・参加。
奈良県防災総合訓練における検視訓練に参加。
県警と協力・連携し、検案協力医師が不足している地
区医師会への協力依頼。
地区医師会が主となり、警察と研修会等を実施し検案
協力医師を増やすため調整。（輪番体制構築の地区医
師会あり）

日常診療中の医師や研修受講済の医師が、24時間体
制の検案業務への協力につなげることが必要。
現場検案医師と病院搬送後の検案医師の検案能力・
業務の均一化が必要。

検案業務の平準化・安定実施のためには、各地域にお
いて一定数の検案協力医師の確保が必要。
地区医師会と所轄警察との連携体制の構築・強化し、
円滑な検案業務に繋げることが必要。

○ ○ ○

身元確認ができる歯科医
師

警察

奈良県歯科医師会と「警察協力歯科活動に関する協定
に係る実施細目」を根拠に、歯科医師の派遣を求め身
元確認を実施することとなっている。また、年１回の県
の防災総合訓練時において、奈良県歯科医師会等の
協力を求め、大規模災害時等における身元確認のた
めの歯牙鑑定の訓練を実施している。

身元確認のため、歯科医師の派遣を求める事案が極
めて少ない。

引き続き、奈良県歯科医師会等と連携して、訓練の機
会等を通じ、身元確認のための歯科鑑定の練度の習
熟に努める。

○ ○ ○

○ ○○○○

死因究明等に関する施策等調査票
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検案、解剖等の実施体
制の充実

連携体制 検案委の先生方からの電話相談は受け付けている。
受け付けてはいるが、アナウンスができておらず、あま
り問い合わせはない。

医師会を通じてアナウンスする。ただ、対応できるのは
一人だけなので、常にお応えできるとは限らない。

各地区医師会において、検案についての講習会は行っ
ている。

講習会はある程度定期的に行った方が良いのではな
いか。
講習会を行った医師会が限られている。

警察主催の法医研修会や県医師会主催の講演会で検
案についての話を積極的に進めていく。
奈良県内の全医師会で講習を行う。

警察
解剖等にあたっては、奈良県立医科大学法医学教室
等と連携して実施しており、検案にあたっては、検案協
力医に協力を求めている。

検案を求める協力医が限られており、特に深夜帯等に
おける検視に対応するためにも、新たな検案協力医の
確保や制度の作成が必要不可欠である。

本協議会等を通じた連携強化を図りたいと考える。

検察

犯罪死が疑われる場合や死因が判然としない場合に
は、司法解剖を実施しており、その内容を警察から報
告を受けたり、事案によって司法解剖に検察官が立会
したりしている。

医師会

従来より、検案協力医師名簿等を県警本部に情報提
供している。検案時には、かかりつけ医が検案不可で
あれば警察において検案依頼時の参考としている。
各地区等の検案業務等において情報共有および相互
連携が必要な事案、問題点等については、県警本部と
連携してその都度対応している。
検案医師が死因判定等において助言・相談ができる
「日本医師会死体検案相談事業」の周知。

検案業務は即対応可能な医師に業務が偏るため、継
続して協力できるよう平準化・安定実施。
検案医師の高齢化に伴う協力医師の減少。
増加する在宅死（独居含む）の検案について、かかりつ
け医の検案への協力。
検案業務における時間的拘束。

県警本部と連携強化し、さらなる体制充実等を図ってい
く。

歯科医師会
奈良県歯科医師会は、奈良県警察本部と連携し、身元
不明の死体の歯牙鑑定並びに捜査活動の協力に関す
る事業を行っている。

新型コロナウイルス感染症の発症以降は、歯牙鑑定の
依頼がほとんどありません。

死亡時画像診断協力病
院

警察
現在、死亡時画像診断に協力いただける病院は、民間
４病院である。

異常死数の増加に伴い増加が見込まれる人的負担の
軽減や、解剖を望まないご遺族の心情にも配意するた
めにも、死亡時画像診断の実施に協力いただける病院
との協力関係を強化・構築する必要がある。

引き続き、死亡時画像診断に協力いただいている病院
との協力関係を強化すると共に、本協議会を通じて、新
たに協力いただける病院との協力関係構築を考えた
い。

医師会
奈良県承諾解剖制度の実施。
警察が実施するAi検査について、会員医療機関への
協力依頼。

死亡時画像を読影・診断可能な医師不足。
奈良県は、国の補助制度等を活用したAi実施施設の
整備、また人材育成等を関係機関と連携し、早急に実
施すべきである。

病院協会

現在のところ、病院協会として特段の取り組みは行って
いないが、昨年度の施策等調査票において、警察から
「死亡時の画像診断協力病院が民間４病院であり、本
協議会を通じて新たに協力いただける病院との協力関
係構築を考えたい。」（要約）との意見が述べられてい
ることから、今後、死亡時画像診断協力病院を増やす
必要があるのであれば、関係機関と連携・情報共有の
うえ、病院協会としても会員病院に対して理解と協力を
求めていく。

検査体制 大学（法医学）
非常に限られた設備しかない。特にCT、生化学検査の
設備に乏しい。

装置を設置する場所および予算が無い。
大学移転時に導入してもらうよう交渉する予定だが、移
転自体がいつになるかわからず不透明。

警察
事件性判断のためだけでなく、死因究明のために積極
的に薬毒物検査を実施している。

引き続き、死因究明のため積極的な薬毒物検査を行う
必要がある。

増加すると見込まれる検視取扱い件数を見越して、今
後も必要とされる数の検査キットの確保に努める必要
がある。

医師会
検案時における検査の実施、および検体採取への協
力。

巧妙な偽装事案を見逃さないため、また死因究明のた
めの積極的な検査・検体採取の実施。

検査の実施、および検体採取への協力。

身元確認の体制 警察
身元不明死体の身元判明につなげるため、DNA型記
録について整理・保管・対照する仕組みを図っている。

身元不明死体の身元判明につなげるため、DNA型情
報の整理・保管・対照する仕組みの高度化と、歯科所
見情報の活用を図るため、歯科医師との連携強化が
必要である。

今後も、身元確認に資するため、本協議会を通じて、奈
良県歯科医師会等との連携強化を図りたいと考えてい
る。

医師会 身元確認に必要な環境調査等への協力。 身元確認に必要事項等（環境調査含む）への協力。

○○○

○

○○ ○○○ ○ ○

○○○○

○

○○ ○

大学（法医学）

○



効果面 大学（法医学）
基本的には警察より行ってもらっている。検視官室調
査官には、できる限りの説明は行っている。

警察より遺体引き取り人として聞いていた遺族以外か
らの問い合わせが来ることがあり、その方の身元確認
が煩雑。

死因説明の窓口（遺族側の）を1本化したい

警察
遺族説明については、検視官若しくは警察署責任者が
実施し、遺族等への適切かつ丁寧な説明に努めてい
る。

遺族等への心情への配慮 引き続き、適切な遺族説明に努める。

検察
死因等について鑑定書の内容を精査するなどし、遺族
に対し、丁寧に説明できるようにしている。

捜査や公判に影響することが懸念される場合、全情報
を教示することは困難である。

個別事案ごとに、被害者遺族の心情に寄り添うことが
できるように柔軟な対応が可能か検討する必要があ
る。

医師会 身元確認に必要事項等（環境調査含む）への協力。

大学（法医学） 特段の取り組みはしていない
マニュアルが無い。大学での人材が圧倒的に不足して
いる。

県、医師会、歯科医師会、警察とともに大規模災害時
のマニュアル作成が必要ではないか。

警察
奈良県医師会・奈良県歯科医師会等と協定等を結んで
いる。

左記記載の協定等に基づいて実施することとなるが、
具体的な要領等に関しては十分な準備が出来ていると
は言いがたく、協力をいただける検視場所・遺体安置
場所等の確保等についても課題がある。

本協議会を通じて体制構築を図りたいと考える。

医師会
県警と本会おいて、大規模事故災害発生時における検
案業務の協定締結。

大規模事故災害時に協力可能な実施体制の構築。
奈良県における具体的な実施体制の構築および訓練
が必要。

大学（法医学） 多数の孤独死事例の解剖をおこなっている。
発見されるまでに長期間放置された遺体がとても多
い。そのため解剖しても死因がわからないことが少なく
ない。死因統計や医療行政に影響を及ぼす。

地域での見守り体制を強化すべき。

大学（公衆衛生）
医療提供体制の構築推進に関する厚生労働政策研究
の一環で、在宅医療における自宅死の割合を分析して
いる。

死亡票は死亡診断書の情報をもとにしているが、死亡
診断か死体検案かの情報がないため、自宅で死亡した
者のうち死体検案に回った件数が死亡票の情報から
把握できない。

奈良県国保データと死亡票を連結することである程度
補完可能だと思われるが、死体検案件数を公開してい
ただけるとありがたい。
粒度は、匿名性の担保もあると思われるが、市町村別
や月別だとありがたい。

警察
検視や解剖によって得られた情報について、関係行政
機関等への通報体制等が構築されていない。

死因究明によって得られた情報について、関係行政機
関等への通報体制等が構築されておらず、得られた情
報を活用できていない可能性がある。

必要に応じて、本協議会において、本協議会において、
得られた情報の活用の在り方を検討したいと考える。

検察
死亡から死者発見まで相当日数を要した場合、遺体が
腐敗し、死因特定や身元確認ができず、ＤＮＡ型鑑定、
歯牙調査で人定を行わなければならない。

孤独死を防ぐための方策を行って、解剖、鑑定、調査
等の数を減らす。

医師会
県警作成の検案業務報告書（死体取扱状況報告）の提
供による情報共有。

死因究明による情報は、公衆衛生活動の向上・社会福
祉の増進にも関係するが、情報共有が難しい。

死因究明による情報は、公衆衛生活動の向上・社会福
祉の増進にも関係するが、情報共有が難しい。
奈良県における死因究明による情報活用のあり方の検
討が必要。

○

○ ○○○

○○

○○○○ ○○ ○

○○

○○○ ○○○

犯罪の取締り、遺族に対する説明の充実

大規模災害時における身元確認

自宅死・孤独死の実態把握など、公衆衛生上の
施策検討への活用

○


